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仁淀川
（社会経済情勢の変化）

国土交通省四国地方整備局

令和3年12月1日

資料１
四国地方整備局

第13回 仁淀川流域学識者会議資料



仁淀川流域の概要

【仁淀川流域の諸元】
・流域面積（集水面積） ： 1,560km2

・幹川流路延長 ： 124km（うち国管理区間25.8km)
・流域内市町村 ： 高知市、土佐市、いの町、佐川町、越知町、仁淀川町、日高村、西予市、

久万高原町、内子町
・流域内人口 ： 約8.3万人（平成27年度国勢調査）
・想定氾濫区域内人口 ： 約3.3万人（平成27年度国勢調査）
・年平均降雨量 ： 約2,500mm
・流域の主な産業 ： 農業、林業、製造業
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仁淀川流域図

平成26年8月台風11,12号
（浸水：日高村沖名地先）

昭和50年8月台風5号
（浸水：土佐市市街地）



事業を巡る社会経済情勢等の変化（災害発生時の影響）

 基本高水のピーク流量相当の洪水が発生すると、国道・鉄道などの重要施設、土佐市役所、いの町
役場、日高村役場、病院や小中学校等の公共施設、住宅地などで浸水被害が発生する。
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事業を巡る社会経済情勢等の変化（氾濫域内の人口等の経年変化）

 氾濫域内の主な市町村の人口は、やや減少傾向にあるが、製造業従業者数、製造品出荷額は概ね
横ばいとなっている。

 氾濫域内には、アルミ電解コンデンサ用セパレータの生産が世界シェア1位の企業があるほか、地元
の特産品を生産する企業等も存在する。
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●氾濫域内の主な市町村の人口推移

土佐市、いの町、日高村の
製造品出荷額の推移

氾濫域内で製造されている主な製品

主な製品 特徴

アルミ電解コンデンサ用セパレータ 世界シェア60％（世界1位）

芋けんぴ 日本シェア50％（日本1位）
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昭和62年

昭和63年 67% 96日

平成元年 49% 45日

平成2年 26% 45日

平成3年

平成4年 8% 6日

平成5年

平成6年 38% 19日

平成7年 60% 51日

平成8年 67% 110日

平成9年 50% 23日

平成10年 60% 18日

平成11年

平成12年

平成13年 44% 11日

平成14年

平成15年

平成16年

平成17年 40% 55日

平成18年 60% 83日

平成19年 49% 43日

平成20年 50% 36日

平成21年 50% 74日

平成22年 40% 12日

平成23年

平成24年

平成25年 42% 16日

平成26年

平成27年

平成28年 20% 13日

平成29年

平成30年

令和元年 20% 15日

令和2年 50% 20日

令和3年 50% 89日

取水制限期間

年

取水制限期間 最大
制限率
（％）

制限日数
（日）5月 11月10月9月8月7月6月1月 2月 3月 4月 12月

事業を巡る社会経済情勢等の変化（近年の渇水発生状況）

仁淀川における取水制限

渇水調整協議会
の状況

令和2年12月渇水時の状況（令和2年12月21日）
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 河川整備計画策定前はほぼ毎年のように取水制限等の渇水調整を実施していたが、河川整備計画策定以降
(平成26年～令和3年)の8年間では、渇水調整は令和3年11月末まで5回実施している。

 大渡ダムの貯水率は、令和3年10月の渇水では28.0%まで減少し、最大で50%の取水制限が実施されたが、取
水制限の段階的な強化によるダムからの補給量の延命と、その間の利水者の節水努力により、農作物への
影響は回避できたと思われる。

河
川
整
備
計
画
策
定
以
降

大渡ダム貯水池
（貯水率36.2％）



事業を巡る社会経済情勢等の変化（流域治水）
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従来型治水 から 流域治水 への転換

 一方で、仁淀川の河川整備率は・・・

1989年～2020年までの約30年間で10％向上

 気候変動の影響により、洪水の流量が

今後約20年間で20％増になると言われている

いまのペースだと、気候変動による流量増加に対して、

河川整備が追いつかないため、氾濫を減らす、備えて住む、安全に逃げるからなる流域治水を推進

河川管理者過去の降雨実績 に基づき、

流域のあらゆる分野・関係者が協働して

し、気候変動による降雨量の増加などを考慮

行う

が行う

気候変動の影響

備えて住む

安全に逃げる

氾濫を減らす

①本川の洪水処理能力の向上速度を加速する

②本川の破堤対策を実施する

③集水域において雨水・土砂流出を抑制する

河

集

河
⑤氾濫時の避難・応急対策、氾濫後の復旧を強化する

④氾濫域において居住の安全を確保する

⑥本川氾濫からの避難対策として、各支川の流域治水を
推進する

氾

氾

河 集 氾

・先に支川が氾濫して避難路が浸水してしまい、本川氾濫前に避難で
きなくなる事態を防ぐため、支川単位での流域治水（氾濫を減らす、
備えて住む、安全に逃げる）を推進する

・八田堰等の洪水処理のボトルネック部の解消を検討する
・大渡ダム放流機能の強化と放流時の課題（振動、臭い、濁
水等）解決を検討する

・河道と洪水調節施設とのバランスを再検討する
・河川環境も豊かにしていく

・破堤しにくくするための越水、浸透、侵食の各対策を検討す
る（海岸を含む）

・洪水処理能力向上策と破堤対策とのバランスを検討する
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事業を巡る社会経済情勢等の変化（侵食に係る重要水防箇所の追加）
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追加した重要水防箇所の現地点検
（6月10日）

令和3年6月3日の水防連絡会において、「高水敷幅が30m未満」、
「山付区間ではない」の両方を満たす区間を重要水防箇所に追加

水衝洗掘
追加箇所

水衝洗掘
追加箇所

水衝洗掘
追加箇所

水衝洗掘
追加箇所



事業を巡る社会経済情勢等の変化（地域の要望）

 沿川自治体による「仁淀川改修期成同盟会」をはじめとする関係団体等から毎年要望を受けている。
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